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平成16年（行ク）第497号  

公金支出差止（住民訴訟）請求事件  

原 告 探澤洋子外4 3名  

被 告 東京都知事及び東京都水道局長  

証 拠 説 明 書  

平成17年10月5日  

東京地方裁判所民事第3部 御中  

橋 本  被告ら訴訟代理人 弁護士  

中 村 次  被昔ら指定代理人  

野睾 

貫井彩雲＠  

石澤1牒＠  

前日康行飽  同  

吉野正囁   

・トー  



被告東京都知事指定代理人   森 田  雅
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被告東京都水道局長指定代理人 黒 沼  

奈良岡 裕  

藤 代 梓  

佐々木宏㊨  
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号 旺  
標目  作成  

作成者   立証趣旨   
（原本・写しの別）  年月日  

乙74   国土交通省政  H15．4  国土交通省  ①平成14年ヨ月22日、  

策評価基本計  国土埜通大臣が、行政競闘が  

画   行う政康の評価に関する法  

律6粂に基づき、国土交通省  

政策評価基本計画を策定し、  

平成1日年3月27日、これ  

を改定したこと。  

②国土交通省政策評価基本  

計画の概要   

乙75   平成15年虔  

国土交通省事  国土交通大臣が、行政機関が  

径評価実施計  行う政簾の評価に関する法  

画（八ッ墳ダム  律7条に基づ幸、平成1ら年  

開き辞扮接靭   度周土交通省事後評価実施  

計画を策定したこと。  

②平成15年度国土交通省  

事後評価実施計画において、  

八ッ場ダム建設事策が平成  

15年虔中に再評価を実施  

する公共事業の一つに位置  

づけられたこと。   

乙76   国土交通省所  

管公共事業の  の再評価轟施要領忙より、八  

再評価実施要  ッ場ダム建設事業の再評価  

額   は国土交通省関東地方整備  

局が実施すると定められて  

いること。  

②国土交通省所箇公共事業  

．の再評価実施要領の概要   
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億自  
号 証  

（原本▼写しの別）  

作成  
作成者   

年月日  
立証趣眉   

乙サ7   関東地方整備  写し  Hl占．11．21  国土交通省  平成15年11月20日、関  

局事業評価監  関東地方整備  兼地方整備局に設置された関  

親密員会（平  局企画部   釆地方整備局事業評価監視委  

威15年度第  員会にヰ凱、て、八ッ蓼ダム建  

4匝けの開催  艶事業の市評価に係る審議が  

粁異について  なされ、現計画である弟2回  

変更計画轟に基づき、事業を  

遜る社会経済情勢等の変化、  

事業の投資効果（費用対効果  

分析の原則裏地）及び柘業の  

進捗状況を踏まえた事業の必  

票性、事菓の進捗の見込み、  

新工法の採用等によるコスト  

緯減や代替轟立案等の可能性  

の舘観点から検討を行った綽  

呆、八ッ場ダム建設事業に事  

菓の必要性、計画の妥当性等  

が認められたことから、同委  

員垂は事業の継続を了承し、  

同月21日、これを公表した  

こと。   

乙78  酪東地方整備  

居辛菓評価監  関東地方整備  

視委員会（平  局   

成15年度第  

4回）謹革紐  

要   

乙79   個別公共事業  

の評価書一平  交通省が、行政棟関が行う政  

成15年慶一  策の評価に関する法律10尭  

（八ッ場ダム関  に基づき、ノしッ場建設事業を  

適露院噛糊   継続する旨の平成15年産評  

価昔を作成したこと。   
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標目  作成  
骨 証  

（原本・写しの別）  
作成者   立証趣旨   

年月日  

乙80  逐条解説  写し   H6．g．20  河川牡研究会   河川法63条2頓に基づく、  

河川湖平現  国土交通大臣の都府県知事に  

（抜粋）  対する意見照会は、負担すべ  

き金紋及び納期限について意  

見を求めるものであって、国  

土交通大臣が行う河川の管理  

により、当該都府県が著しく  

利益を受けるか否かについて  

意見を求めるものではないこ  

と。   
d  

乙81   東京の低地河  写し   H16．4  東京都建設局  都区部のうち、東部区域には  

川手業（抜粋）  河川部   海抜0メートル以下の低地  

がひろがり、特に足立区、葛  

飾区及び江戸川区の大部分  

が東京湾満潮時の水面より  

低い地域であって、荒川及び  

江戸川を初めその他の中小  

河川も天井川化しており、水  

書の危険度が等しく高い地  

域であること。   

－5－   



号 証  
礫：日  作成  

作成者   立証趣旨   
（原本・写しの別）  年月日  

乙82   八ッ埠ダム  原本   把17．3  国土交通省  ①（5頁）  

建設事業のご  関凍地方整備  仮に、現在、カスリーン台風  

廃内  局八ッ場ダム  

エ事事務所   が当・時と同じ箇所で決嶺し  

た場合、－その被害は氾濫醐  

約500平方キロメートル、  

浸水区域内人口約200万  

人、被誓総額約33兆円と予  

測されていること凸  

②（6－7頁）  

・利根川上流域は、大きく奥利  

根流域、昏妻川流域及び鳥・  

押流川流域の3流域に区分  

されるが、洪水調整機能をも  

つダムは奥利根抗域には5  

ダム、烏・神流ノり流域には1  

ダムあるが、利相川上流域の  

全流域面積の約4分の1を  

占める吾妻川流域にほ、八ッ  

場ダム以外のダムはないこ  

と。  

・ノしブ場ダムの洪水嗣遊客畳  

が、利根川の既設ダムの中で  

最大であり、利榔l†水系上流  

の既設6ダムの洪水調整容  

量全体の約6割に相当する  

こと。  

・吾妻川流域に過去に多くの降  

雨が発生していること。   

乙日3   既往の主な掲  

水   な水不足が生じていること。   
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標目  
号 旺  

作成  
作成者   立証趣旨   

（原本・写しの別）  年月日  

乙84   平成16年庶  H17．4  東京都水道局   ①（3貢）  

水道水憬開発  都水道局は、平成15年12  

施設整備事業  月、近年の水の需要動向の変  

の再評価   化を踏まえ、平成12年12  

月に策定された「釆鵬2  

000」で示された将来の人  

口、経済成長率等の基礎指標  

に基づき将来の水道需要量  

の見直しを行った稗呆、平成  

2ら年度における一日最大  

配水量は600万立方メー  

トル程度になると予捌した  

こと。  

②（3～4京）  

現在、都が保有する水源畳は  

日量約623万立方メート  

ルであるが、舶が完成  

しているなど、取水の安定性  

が高い水渦から得られる水  

畳は日量529万立方メー  

トルに過ぎず、その余は、河  

床の低下などにより取水の  

安定性に開園がある裸題を  

抱える水源（日量呂2万立方  

メートノり及び渇水時など、  

河川ゐ溌脱が感化した際に  

は、他に先駆けて放水制限を  

受けることとなる不安定水  

源（日量12万立方メート  

ル）であること。  

③（4－5頁）  

現在の都の保有水源ほ、課題  

を抱える水瓶及び不安定水  

渡を算入したとしても、合計  

一7－   



徳目  
立証趣旨  号 証  

（原本・写しの別）  作成 年月日   
作成者  

で日量623万立方メート  

ルであり、これにノしッ湯ダム  

により得られる見込みの水  

披量の日量42，8万立方メ  

ートル、建設中の他の水源地  

設により得られる見込みの  

水源丑の日量14．1万立方  

メートルを単矧こ加えると、  

日豊6包0万立方メートル  

（計画時点における供給可  

能産）となること。  

⑥（針頁）  

都においては、過去10年間  

（平成6年度から平成15  

年度まで）で、夏冬合わせて  

5回（平成6年度ユ回67  

目、平成7年度1回76日  

間、平成8年度2回97日  

間、平成13年度1回18日  

間）、蒋水による利根川水系  

の取水制娘がなされている  

こと。   

乙85  利根川の水質  写し  H17，9．26  国土交通省  ① 利根川流域では昭和47  

聴と水利用  関東地方整備  年から平成ユ6年までの3  

（抜糊  属   3年間で13固の取水制限  

が行われていること。  

②全国的な水賢振開発の整  

備水準は利水安全度1／1  

0であるが、利根川1荒川水  

系については、首都圏の逼迫  

した水需要の増大に応える  

ため、計画上、利水安全度は  

全国水準よりも低水準であ  

る利水安全度1／5により   
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号 証   
標目  

立証趣旨  
（原本・写しの別）  作成 年月日   作成者  

水源開発が進められてきて  

いること。  

◎利根川水系における現況  

の利水安全度が、1／2から  

1／3であること。   

乙86   首都圏を取り  原本   H15．8  国士交通省  利根川水系では、近年20年  

巻く水事情  附釆地方整備  

局河川部   定的に供給で書る水量が当初  

計画していた水量よりもおお  

よそ2割目減りしてきている  

と評価されていること。   

乙召 7の  水道施設整備  写し  H16．7．12  厚生労働省健  ① 厚生労働大臣による水道   

1   事業の評価の  廉局長  水旋開発等施設整備費補助  

実施について  金の交付を受けている地方  

公共団体は、厚生労働省が左  

めた「水道施設盤僻事策の評  

価実施要領」に基づき、社会  

纏済情勢等の変化、草葉の進  

捗状況等を始まえたコスト  

縮減、代替案立秦等の可能性  

の検討等により、原則として  

5年鹿過ごとに当該水道施  

設整備事業の再評価を行い、  

必要に応じて事業の見直し  

をすることとされること。  

②水道施設整備事案の評価  

実施要領の概要   

乙旨7の  

2   整備事業の再  生原水道環境  

評価の実施に  部長   

ついて   
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